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ハンガリーにおける鳥インフルエンザのゾーニング適用に係る評価報告書 

 

2017 年 11 月 

消費・安全局 

動 物 衛 生 課 

 

１．経緯 

2016 年 11 月、ハンガリーから通報対象鳥インフルエンザ（NAI：高病原

性及び低病原性鳥インフルエンザ）のゾーニング適用を求める要請を接受

した。同要請に対し、評価に必要な情報を収集するための質問票を送付し

本年３月に回答を接受した。当該回答内容及び８月に実施した現地調査で

得られた情報に基づき、本要請に係る定性的評価を実施した。 

なお、同国で昨年11月に発生した高病原性鳥インフルエンザについては、

家畜衛生当局から得られた防疫措置等に係る情報及び最終発生農場におけ

る一連の防疫措置完了日から 90 日間、新たな発生はなく清浄性が確認され

たため本年８月に輸入停止措置を解除している。なお、その後、本年 10 月

に近隣国であるブルガリアでH5N8亜型高病原性鳥インフルエンザの発生が

確認されたものの、ハンガリーにおいては、同病の発生は認められていな

い。 

 

２．ハンガリーにおける家畜衛生体制 

（１）中央政府 

農業省（Ministry for Agriculture：MOA）に食品流通管理課（Department 

for Food Chain Control：DFCC）が設置されており、防疫対策に係る戦

略の策定、法令の整備等を行っている。同課には、家畜衛生調整ユニッ

ト（Animal Health and Coordination Unit）が設置されている。また、

MOA に中央食品流通安全事務局（National Food Chain Safety Office：

NFCSO）が設置されており、リスク評価及びリスク評価結果に基づく防疫

措置実施計画の策定を行うことにより、MOA の意思決定に対する技術的助

言を行っている。また、NFCSO は、（２）で記述する県政府に対し、防疫

措置の実施計画及び手順の提供並びに指示等を行っている。 

（２）地方政府 

   ハンガリーには 19 の県があり、それぞれ地方政府(County Government 

Offices：CGOs)が置かれており、家畜疾病に対する防疫措置等は、NFCSO

の指示に基づき地方政府が行う。また、県よりさらに小さい行政単位と

して 197 の地域政府事務所（District Government Offices(DGOs)）が存
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在し、その中に 82 の食品流通安全及び家畜衛生ユニット（DFCSAHU）が

設置されている。 

   ハンガリーにおける家畜衛生関係部署の組織図は以下のとおり。 

 

＜図１：ハンガリーにおける家畜衛生体制組織図＞ 

 

（３）人員 

農業省の食品流通管理課に 25 名、中央食品流通安全事務局に 853 名（う

ち動物衛生福祉課に 23 名）の職員が勤務している。また、疾病の発生時

に、現場で防疫措置に従事する、地方政府及び食品流通安全及び家畜衛

生ユニットに 1,898 名のフルタイムの職員が勤務している。 

（４）検査診断施設 

ハンガリーにおける鳥インフルエンザのリファレンスラボラトリーは、

ブダペストにある Veterinary Diagnostic Directorate of the NFCSO（VDD 

NFCSO）であり、鳥インフルエンザのスクリーニング、確定診断は全て同

施設で行われる。VDD NFCSO の職員数は 159 名であり、うち獣医師は 38

名である。なお、診断の手順は OIE の Diagnostic manual に基づいてい

る。 
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（５）家きん肉等のトレーサビリティ体制 

  ハンガリー国内の省令により、同国の全ての家きん農場はデータベースに

登録される必要がある。また、全ての家きん製品にはロットナンバーが付

されており、同番号により、製造者及び製造日が特定される。全ての食品

事業者は、ロットナンバーから家きん製品の由来農場を特定可能なシステ

ムを有している。 

（６）農場出荷時の検査 

   関連 EU 規則及びハンガリー国内法規に基づき、家きんが農場から出荷さ

れる際には、獣医師の検査を受け、健康証明書の発行を受ける。家きん

の移動は管理されており、移動の 24 時間前に当局に報告することが義務

づけられている。ハンガリーには、中央食品流通安全事務局の認定を受

けた民間獣医師が 385 名おり、農場出荷時の家きんの検査を担当してい

る。 

（７）食肉処理施設等の管理体制 

   食鳥処理場はハンガリー国内に 98 か所あり、年間約 62 万ｔ（鶏 38.2 万

ｔ、七面鳥 10.4 万ｔ、あひる及びがちょう 13.3 万ｔ）が処理されてい

る。全ての施設は、EU 規則を充足しているか確認するための書類審査、

査察を経て、地方政府の認可を得る必要がある。また、EU 域外への輸出

を希望する施設は、個別に地方政府へ申請する必要があり、地方政府は

施設の詳細情報を中央食品流通安全事務局へ伝達する。中央食品流通安

全事務局の担当部局が書類審査及び査察を実施し、仕向け先国の要件充

足を確認した上で、輸出可能施設として認定する。食鳥処理場では、（６）

で記述した認定民間獣医師により、健康証明書の確認、生前生後検査が

行われている。 

（８）輸出検疫体制 

   EU 法規に基づき、ハンガリー国内に 21 か所の国境検査所（Border 

Inspection Post：BIP）が設置されており、このうち、動物検疫が可能

な BIP は４か所（ウクライナとの国境２か所、セルビアとの国境１か所、

ブダペスト空港１か所）。 

   輸出検疫証明書の発行は、食品流通安全及び家畜衛生ユニットの獣医師

が担当しており、同獣医師は、食肉処理施設における生後検査の結果、

問題ないことを確認し、製品の種類、表示、梱包、適切な試験の実施有

無、輸送用車両等を確認した上で、輸出検疫証明書を発行している。な

お、（７）で記述した通り、輸出可能な食肉処理施設も、食品流通安全及

び家畜衛生ユニットの獣医師の監督下にある。 
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３．家きんの飼養状況等 

ハンガリーにおける 2016 年の家きんの飼養羽数及び農場数は以下のとお 

り。 

＜表１：ハンガリーにおける家きんの飼養状況＞ 

家きんの種類 家きん羽数 農場数 

鶏 43,079,334 1,415 

あひる 5,076,738 381 

がちょう 3,659,646 481 

七面鳥 4,780,958 356 

走鳥類 1,979 13 

狩猟用キジ目 290,975 72 

狩猟用水禽類 42,100 15 

裏庭農場(その他の

家きん) 

37,14,182 177,117 

 

４．サーベイランス 

（１）パッシブサーベイランス 

ハンガリーでは、死亡率上昇、飼料摂取量又は飲水量の低下、鶏卵生産

量低下、神経症状等、法令により、家きんにおいて鳥インフルエンザの

感染を疑う事例を発見した者は、農場主に限らず当局へ通報することが

義務づけられている。発生農場に対しては、殺処分された家きん、廃棄

された飼料、器具等について、全額補償される制度が整っており、早期

通報が奨励されている。なお、通報を適切に行わなかった者は、補償の

対象外になる。直近３年間の鳥インフルエンザの疑い事例の通報件数は

以下のとおり。 

＜表２：直近３年間の鳥インフルエンザ疑い事例通報実績（件数）＞ 

2014 2015 2016(初発事例まで) 

34 65 48 

 

（２）アクティブサーベイランス 

① 家きん 

2010/367/EC 別添１の表１及び２に基づき、抽出によりアクティブサー

ベイランスが実施されている

（http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32

010D0367）。検体数は中央食品流通安全事務局により、各県の家きん羽

数、飼養されている家きんの種類等を踏まえ決定され、食品流通安全及
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び家畜衛生ユニットが実際に採材対象となる家きん農場を選定する。選

定にあたっては、野鳥による鳥インフルエンザウイルスの暴露リスクを

踏まえ、農場の近隣に湿地帯に近接しているか否か等が考慮される。サ

ーベイランスは毎年実施される。2016 年の検査実績は以下のとおり。 

 

＜表３：2016 年の鳥インフルエンザアクティブサーベイランス結果＞ 

家きんの種

類 

農場数 検

査

農

場

数 

スクリーニング検

査実施数 

スクリーニング

検査陽性数 

確定 

診断実

施数 

確定 

診断陽

性数 

鶏 1,415 118 2,400 0 0 0 

あひる 383 93 3,884 0 0 0 

がちょう 481 111 4,306 0 0 0 

七面鳥 356 87 1,760 0 0 0 

走鳥類 13 8 158 0 0 0 

狩猟用 

キジ目 

82 38 802 0 0 0 

狩猟用 

水禽類 

15 13 480 0 0 0 

裏庭農場 

(その他の

家きん) 

177,117 497 10,208 0 0 0 

 

② 野鳥 

    ハンガリーは全土に湖沼地が点在しているため、全土において野鳥のサ

ーベイランスが実施されている。病鳥及び死鳥から採材が行われ、対象

は高リスク鳥として2010/367/ECに定められている鳥種及び家きん農場

に近接した湖沼地に飛来する野鳥である。2016 年及び 2017 年の検査実

績は以下のとおり。 

 

＜表４：2016 年及び 2017 年の野鳥のアクティブサーベイランス結果＞ 

年 検体数 陽性 陰性 

2016 341 5 336 

2017(7 月 31 日まで) 433 162 271 
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５．鳥インフルエンザ発生時の防疫措置等 

４（１）で記述した通り、ハンガリー国内法令により、鳥インフルエンザの

感染が疑われる家きんを発見した者は、当局への通報が義務づけられている。

また。通報が迅速に行われなかった場合、殺処分された家きんに対する補償

額が減額される等、早期通報が促される仕組みとなっている。鳥インフルエ

ンザの発生が確認された場合、EU 規則 2005/94/EC に基づき、発生農場の隔

離、当該農場における家きんの殺処分、死体の廃棄、汚染の恐れのある物品

の廃棄、農場の洗浄・消毒等が実施される。また、家畜衛生当局により必要

と判断された場合は、発生農場周囲半径 1km 以内の農場に対する予防的殺処

分が実施される。さらに、監視区域（半径３km）及びサーベイランス区域（半

径 10km）を設定し、生鳥、卵、家きんの肉及び死体の移動の制限等が行わ

れる（表５）。サーベイランス区域については、半径 10km を基本としつつも、

地理的状況等を踏まえ、地方政府の獣医官が柔軟にその範囲を設定する。こ

の情報については、テレビ、ラジオ、インターネット等を通して広く国民に

周知する。以下に、2016-2017 年の発生の際に、実際に設定された制限区域

を図示する。空色の部分が、拡大されたサーベイランス区域である。 

 

 

＜図２：ハンガリーにおいて設定された拡大制限区域＞ 
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＜表５：監視区域及びサーベイランス区域の防疫措置＞ 

 監視区域 サーベイランス区域 

防 

疫 

措 

置  

・獣医官による立入検査 

・畜舎内飼育 

・死体廃棄 

・車両や器材の消毒 

・農場からの使用済敷料、糞、スラリーの 

移動禁止 

・市場等の催物の開催禁止 

・生鳥、卵、家きん肉及び死体の移動禁止 

※ 移動禁止の特例あり 

・飼養状況確認 
・公的機関の許可のない家きん及び卵の移動禁止 
・区域外の農場、食鳥処理場、梱包処理場、卵加工 
工場への家きん及び卵の移動禁止 

・車両や器材の消毒 
・使用済敷料及び糞の除去又は拡散に係る認可 
・市場、催物の開催禁止 
・狩りのための家きんの放鳥禁止 

 

６．鳥インフルエンザの緊急対応計画、発生状況及び防疫措置 

（１）緊急対応計画 

鳥インフルエンザの防疫措置を規定する EU 法令 2005/94 に基づく HPAI「緊

急対応計画」が整備されており、同計画においては、リスク評価、予算、疾

病発生時に設置される中央及び地方疾病コントロールセンターの役割、講じ

られる防疫措置の詳細等が規定されている。 

（２）発生状況 

2016 年 11 月３日から 2017 年４月 21 日まで、ハンガリーにおいて 240 件の

高病原性鳥インフルエンザの発生が確認され、約 266 万羽の家きんの殺処

分が行われた。これらの原因となったウイルスは、全てH5N8亜型であった。

発生は、ハンガリーにおける19の県のうち、Bacs-Kiskun, Bekes, Csongrad, 

Gyor-Moson-Sopron, Hajdu-Bihar, Jasz-Nagykun-Szolnok, Somogy, 

Veszprem の８つの県で確認されたが、その大半は、Bacs-Kiskun で確認さ

れた（図３）。 

 

Bacs-Kiskun

図３：ハンガリーにおける HPAI の発生農場
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（３）防疫措置 

 ① 講じられた措置 

上記発生について、EU法規に基づき防疫措置が講じられた（詳細は５を参照

のこと）。また、上記計画に規定されていない追加措置として、 

・家きん農場の密度が濃い地域を包含するため、発生農場周囲半径10kmを越

える範囲についても制限区域として設定 

・発生農場と疫学関連が認められた農場において、家きんの予防的殺処分を

実施 

・家きん農場の密度が濃い地域において、発生農場周囲半径1kmに所在する

農場の家きんの予防的殺処分を実施（このことにより、発生県において60

万羽の家きんが追加的に殺処分された。予防的殺処分の過程において採材

が行われ、60万羽のうち45万羽はHPAI陰性農場で飼養されていたことが判

明した。さらに、出荷前の家きんについても採材が行われ、これにより10

農場においてHPAIの発生が確認された。） 

・飼養条件の強化（舎内飼育の義務化等） 

等の措置が実施された。 

 

 ② 疫学調査結果 

今般の発生について、大半の地域では単発的な発生のみが観測されたもの

の、水禽類が多く飼養されている地域では、農場間で水平伝搬が認められた。

ハンガリー当局は、疫学調査により、当該地域で発生が拡大した要因として

以下を推定した。 

- 水禽類の農場の多くは開放式に飼養されていること 

- 農場の密度が高く、特に小規模農場が隣接して存在している場合が多か

ったこと 

- 小規模農場の多くは家族経営であり、飼養衛生管理が厳格でない場合が

あったこと 

- フォアグラの生産形態上、家きんはいくつかの農場を移動すること 

- 多くの小規模農場は共通の企業に属しており、そのため小規模農場間の

交通があったこと 

- 小規模農場における家きんの世話が共通の者により実施されている場

合があったこと 

- 風による近隣農場へのウイルス伝搬 

 

 ③ 将来の発生に備えた強化措置 

ハンガリー当局は上記要因を踏まえた上で、将来の大規模発生リスクを低
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減するため、以下の方策を講じた。 

- 家きんをより厳格な管理下で飼養するよう首席獣医官による通知の発

出 

i) 飼料と水の給与を家きん舎内に限定 

ii) 屋外飼養の場合は防鳥ネットの使用義務化 

iii) 飼養羽数の最小化    等 

- 家きん飼養者に対し、疫学者、企業、消毒の専門家による飼養衛生管理

に係るトレーニングの実施 

- 大規模農場について、飼養衛生管理を年１回確認 

- 国及び県それぞれに、HPAI 発生時の緊急対策本部を設置する仕組みを

構築 

- 従前整備されていた鳥インフルエンザ緊急対応計画は 2006 年に整備さ

れたものであったため、今後、今般の発生を踏まえてアップデート 

- その他、農場への啓発として以下を実施 

i) テレビ、ラジオ、インターネットによる注意喚起 

ii) オンラインによる制限区域情報の共有 

iii) 農場ガイドブックの作成（法律に規定された疾病対策を簡略化し 

たもの） 

iv) 消毒方法の周知徹底 

 

７．総合評価 

（１）ハンガリーには中央政府及び県にそれぞれ獣医組織が設置されており、中

央当局の指示のもと県の獣医組織により講じられる NAI の発生予防、まん延

防止及び撲滅のための防疫措置を講じる法令、権限、人員配置等の家畜衛生

体制は整備されている。 

（２）NAI の発生時には、EU 法規に基づき設定された緊急対応計画に基づき防疫

措置が速やかに講じられるが、発生状況に応じ、同法規を超える範囲での制

限区域設定や疫学関連農場等における予防的殺処分の実施等の追加措置が

講じられる。また、今後の大規模発生のリスク低減のため、農家に対する飼

養衛生管理の徹底や防疫演習等による役割分担の明確化、関係者間の連携を

強化している。 

（３）全ての家きん農場についてデータベースへの登録が義務づけられ、輸出さ

れる物品が発生地域に由来しないことを特定可能なトレサビリティシステ

ムが整っている。 

（４）家きん肉等は、①農場における監視、②農場からの出荷時の獣医師の健康
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確認、③EU 規則を充足する食鳥処理場における認定民間獣医師による生前

生後検査の実施、④当局による輸出検疫証明書の発行を経て EU 域外に輸出

される。 

 

以上のことから、ハンガリーにおいては、① NAI の発生予防、早期摘発及

び撲滅のための家畜衛生体制が整備されている、② NAI の緊急対応計画及び

大規模発生を予防するための追加措置を講じる事が可能な体制が整備され

ている、③ 家きん肉の最終製品から由来農場を特定可能な仕組みが整備さ

れており、発生県由来の製品が誤って我が国向けに輸出される可能性が低い、

④ 生産農場から輸出検疫証明書の発行に至るまで、NAI ウイルスに汚染され

ている家きん肉等が我が国向けに輸出されるリスクが低減される措置が講

じられていると考えられた。 

このため、ハンガリーにおいて NAI が発生した場合であっても、同国家畜

衛生当局から提供される情報により、発生が早期通報により摘発されたもの

であること、疫学関連農場が特定されていること等が確認され、発生が、水

平感染により発生農場の所在する県以外の県にまん延していないと考えら

れた場合には、県単位のゾーニングを適用しても、我が国向けに輸出される

家きん肉等を通じ我が国に NAI ウイルスが侵入し、我が国に NAI がひろがる

リスクは無視できると考えられる。 

 

                       （以上） 


